
 

 

 

 

 

 

 

【今月の一言】 
舞い散る枯れ葉や冷たい風に、本格的な冬の訪れ

を感じるこの頃。今年は皆さまにとって、どのよう

な１年でしたでしょうか。一年の振り返りをしっか

りしようと、今年こそはと思いつつも…あわただし

く日々が過ぎ去っていきます。体調に気を付け、残

り 1 ヶ月有意義に過ごしていきたいですね。 

それでは今月もベイヒルズ社労士事務所便りを

お届けいたします。 

中小企業の７割近くが「賃上げ」を実

施、その理由とは？ 

◆企業規模別の調査 

10 月下旬に、経済産業省より平成 29 年「企業

の賃上げ動向等に関するフォローアップ調査」の結

果が発表されました。 

この調査は「大企業調査」と「中小企業調査」に

わかれており、前者は東証一部上場企業 2,001 社

に調査票を送り 364 社が回答（回答率 18.2％）、

後者は中小企業・小規模事業者 30,000 社に調査票

を送り 8,310 社が回答（回答率 27.7％）していま

す。 

 

◆中小企業が積極的に賃上げを実施 

平成 29年度に常用労働者の賃上げを実施した大

企業は 89.7％（前年度 90.1％）、正社員の賃金を

引き上げた中小企業・小規模事業者は 66.1％（前

年度 59.0％）となりました。 

前年度と比較すると、中小企業が積極的に賃上げ

を行っている傾向がうかがえます。 

 

◆中小企業が賃上げを実施する理由は？ 

中小企業・小規模事業者が賃上げを実施した理由

について、ベスト５は以下の通りとなっています。 

(1)人材の採用・従業員の引き留めの必要性（49.2％） 

(2)業績回復・向上（34.3％） 

(3)他社の賃金動向（21.6％） 

(4)最低賃金引上げのため（11.4％） 

(5)業績連動型賃金制度のルールに従った

（15.3％） 

 

◆賃金規定、人手不足に関する状況 

なお、中小企業・小規模事業者において、賃

金表等を含む賃金規定を「持っている」と回答

した割合は 61.0％でした。 

また、「人手不足・人材不足」を感じていると

回答した割合は 66.4％、採用活動の方法につ

いては「ハローワーク」が最多（78.7％）とな

っています。 

 

来年１月から労働者の募集や求人

申込みの制度が変わります！ 

◆3月に改正法が成立 

平成29年3月31日に職業安定法の一部の

改正を含む「雇用保険法等の一部を改正する法

律」が成立しました。職業安定法の改正につい

ては、平成 29 年 4 月 1 日、平成 30 年 1 月

1 日、公布の日から起算して 3 年を超えない範

囲内において政令で定める日の3段階で施行さ

れます。 

今回は、来年 1 月 1 日から施行される、労働

者の募集や求人申込みの制度の主な変更点につ

いてご紹介いたします。 

 

◆労働条件の明示について 

ハローワーク等へ求人申込みをする際や、ホ

ームページ等で労働者の募集を行う場合は、労

働契約締結までの間、業務内容や契約期間、就

業時間、賃金といった労働条件を明示すること

が必要ですが、今回の改正で、当初の労働条件

に変更があった場合、その確定後、｢可能な限り

速やかに｣、変更内容について明示しなければな

らなくなりました。 

面接等の過程で労働条件に変更があった場合

は、速やかに求職者に知らせるよう配慮が必要

になります。 

 

◆最低限明示しなければならない労働条件等 

労働者の募集や求人申込みの際には、書面の

交付によって明示しなければならない労働条件

が定められていますが、今回の改正で、｢試用期

間｣、｢裁量労働制（採用している場合）｣、｢固

定残業代（採用している場合）｣、｢募集者の氏

名または名称｣、｢雇用形態（派遣労働者として

雇用する場合｣）の明示が追加事項とされました。 

 

◆変更明示の方法 

以下のような場合には、変更の明示が必要と

なりました。 

(1)「当初の明示」と異なる内容の労働条件を提

示する場合 

例）当初：基本給 30 万円／月 ⇒ 基本給

28 万円／月 

(2)「当初の明示」の範囲内で特定された労働条

件を提示する場合 

例）当初：基本給 25 万円～30 万円／月 

⇒ 基本給 28 万円／月 

(3)「当初の明示」で明示していた労働条件を削

除する場合 

例）当初：基本給 25 万円／月、営業手当

3 万円／月 ⇒ 基本給 25 万円／月 

(4)「当初の明示」で明示していなかった労働条

件を新たに提示する場合 

例）当初：基本給 25 万円／月 ⇒ 基本給

25 万円／月、営業手当 3 万円／月 

なお、変更内容の明示については、「変更前と

変更後の内容が対照できる書面を交付する」、

「労働条件通知書において、変更された事項に

下線を引いたり着色したり脚注を付けたりする」

など、求職者が変更内容を適切に理解できるよ

うな方法で行う必要があります。 

12 月の税務と労務の手続［提

出先・納付先］ 
 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の

納付 ［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出

＜前月以降に採用した労働者がいる

場合＞ ［公共職業安定所］ 

○ 労働保険一括有期事業開始届の提出

＜前月以降に一括有期事業を開始し

ている場合＞ ［労働基準監督署］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額納付 

 ［郵便局または銀行］ 

 

31 日 

○ 健保・厚年保険料の納付 

 ［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報告書の提出 

 ［年金事務所］ 

○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使

用状況報告書の提出［公共職業安定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被

保険者でない場合）＜雇入れ・離職の

翌月末日＞ ［公共職業安定所］ 

 

本年最後の給料を受ける日の前日まで 

○ 年末調整による源泉徴収所得税の不

足額徴収繰延承認申請書の提出 

 ［給与の支払者（所轄税務署）］ 

○ 給与所得者の保険料控除申告書兼給

与所得者の配偶者特別控除申告書の

提出 ［給与の支払者（所轄税務署）］ 
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